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道内景気は、減速感が広がっている。

需要面をみると、個人消費は、飲食料品等が前年実績を上回るものの、自動車販売が前年

を下回るなど弱い動きがみられる。住宅投資は、駆け込み需要の反動減から、持家を中心に

前年を下回っている。設備投資は、基調としてはゆるやかに持ち直している。公共投資は、

前年を下回っている。観光は、国内客が横ばいながらも海外客が増加している。輸出は、ア

ジアや北米向けなどが増加している。

生産活動は停滞している。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに改善が続いてい

る。企業倒産は件数、負債金額とも減少している。
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軽乗用車 小型車 前年比（右目盛） 普通車 
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（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

①大型小売店販売額～４か月連続で増加

１０月の大型小売店販売額（全店ベース、前

年比＋０．７％）は、４か月連続で前年を上

回った。

百貨店（前年比▲１．１％）は、衣料品、身

の回り品、その他の品目が前年を下回った。

スーパー（同＋１．３％）は、衣料品、身の回

り品が前年を下回ったが、飲食料品、その他

の品目が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋３．８％）

は、１３か月連続で前年を上回った。

②乗用車新車登録台数～７か月連続で減少

１０月の乗用車新車登録台数は、１３，０６２台

（前年比▲７．１％）と７か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲５．２％）、

小型車（同▲１３．５％）、軽乗用車（同▲１．９％）

いずれも減少した。

４～１０月累計では、１０３，４８９台（前年比

▲６．０％）と前年を下回って推移している。

普通車（同▲１．７％）、小型車（同▲１０．５％）、

軽乗用車（同▲４．６％）いずれも前年を下

回っている。

道内経済の動き

― １ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年１月号
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その他 プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛） プロ野球 
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛） 分譲 
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（資料：国土交通省）

③札幌ドーム来場者～３か月ぶりに減少

１０月の札幌ドームへの来場者数は１０３千人

（前年比▲３４．８％）と３か月ぶりに前年を下

回った。内訳はプロ野球が７９千人（同

▲４２．３％）、プロサッカーが１２千人（同

＋２７．９％）、その他が１２千人（同＋１．１％）

だった。

試合数はプロ野球が２試合（前年差▲３試

合）、プロサッカーが１試合（同±０試合）。

１試合あたり来場者数は、プロ野球が３９，３２８

人（前年比＋４４．２％）だった。

④住宅投資～１０か月連続で減少

１０月の新設住宅着工戸数は、３，４１９戸（前

年比▲５．３％）と１０か月連続で前年を下回っ

た。利用関係別では、貸家（同＋５．４％）、分

譲（同＋２１．９％）は増加したが、持家（同

▲２６．０％）が減少した。

４～１０月累計では、２１，１６５戸（前年比

▲１１．４％）と前年を下回って推移している。

利用関係別では、持家（同▲２３．５％）、貸家

（同▲２．３％）、分譲（同▲７．７％）いずれも減

少している。

⑤民間設備投資～２か月ぶりに減少

１０月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１１５，６９４㎡（前年比▲１１．３％）と２か月ぶり

に前年を下回った。業種別では、製造業（同

＋２７．６％）は前年を上回ったが、非製造業

（同▲１３．６％）は前年を下回った。

４～１０月累計では、１，２３９，１１３㎡（前年比

▲３．６％）と前年を下回って推移している。

業種別では、製造業（同＋３６．１％）は前年を

上回っているが、非製造業（同▲７．１％）は

前年を下回っている。

道内経済の動き

― ２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年１月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛） 
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（資料：�北海道観光振興機構）
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（資料：法務省入国管理局）

⑥公共投資～５か月連続で減少

１１月の公共工事請負金額は、２５１億円（前

年比▲２９．６％）と５か月連続で前年を下回っ

た。

発注者別では、国（前年比▲４８．５％）、市

町村（同▲２８．９％）、北海道（同▲２０．１％）

いずれも前年を下回った。

４～１１月累計では、請負金額７，６５７億円

（前年比▲４．８％）と前年を下回って推移して

いる。

⑦来道客数～５か月連続で前年を下回る

１０月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，１１１千人（前年比▲０．１％）と５か月連

続で前年を下回った。輸送機関別では、航空

機（同＋０．３％）は前年を上回ったが、JR

（同▲６．３％）、フェリー（同▲０．４％）が前年

を下回った。

４～１０月累計では、７，７３２千人と前年を

０．７％下回っている。

⑧外国人入国者数～２１か月連続で増加

１０月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、７３，５４１人（前年比＋３４．９％）と２１か月連

続で増加した。４～１０月累計では、４８０，５０１

人（前年比＋２７．５％）と前年を上回って推移

している。

１０月の新千歳空港国際線の輸送旅客数は前

年に比べ２５．６％増加した。路線別では、ソウ

ル線、香港線などが増加した。

道内経済の動き

― ３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年１月号
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⑨貿易動向～輸出は２か月連続で増加

１０月の道内貿易額は、輸出が前年比５．９％

増の４２７億円、輸入が同３３．２％減の１，１４０億円

となった。

輸出は、自動車の部分品や石油製品、有機

化合物などが増加し、２か月連続で前年を上

回った。輸入は、製油所の再編から原油及び

粗油が大幅に減少するなどし、７か月連続で

前年を下回った。

⑩鉱工業生産～２か月ぶりに低下

１０月の鉱工業生産指数は９５．５（前月比

▲３．１％）と２か月ぶりに低下した。前年比

（原指数）では▲５．８％と７か月連続で低下し

た。

業種別では、前月に比べ、鉄鋼業など５業

種が上昇したが、一般機械工業、輸送機械工

業、食料品工業など１１業種が低下した。

⑪雇用情勢～改善が続く

１０月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．９０倍（前年比＋０．１１ポイント）と５７か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比１．６％の増加とな

り、５７か月連続して前年を上回った。業種別

では、医療・福祉（前年比＋１３．１％）、製造

業（同＋１２．９％）、建設業（同＋５．４％）など

が増加した。

道内経済の動き
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⑫名目賃金指数～９か月連続で上昇

９月の名目賃金指数は、現金給与総額が

８８．１（前年比＋５．１％）となり、９か月連続

で前年を上回った。現金給与総額のうちき

まって支給する給与は１０１．９（同＋４．７％）と

なり、９か月連続で前年を上回った。

⑬倒産動向～件数、負債総額とも減少

１１月の企業倒産は、件数が１４件（前年比

▲４４．０％）、負債総額が２４億円（同▲４．８％）

となった。件数は３か月連続で減少、負債総

額は２か月連続で前年を下回った。

業種別では、建設業が５件、サービス・他

が４件などとなった。

⑭消費者物価指数～１８か月連続で上昇

１０月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は１０５．０（前年比＋３．０％）と、１８か

月連続で前年を上回った。

費目別では、食料（前年比＋３．５％）、教

養・娯楽（同＋５．５％）、交通・通信（同

＋３．０％）など、１０大費目のすべての費目で

前年を上回った。

道内経済の動き

― ５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年１月号
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実質経済成長率  
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（注） １.　全国は内閣府調べ。２６、２７年度は日本銀行政策委員「大勢見通し」（１０月時点）の中央値。 
　　　 ２.　北海道は北海道経済部調べ。２４年度以降は当行推計。 
　　　 ３.　平成１７暦年基準、全国は連鎖価格方式。北海道は固定基準年方式。 
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北海道経済の現状は、消費税率引き上

げに伴う駆け込み需要の反動減の影響が

長引き、前年からの持ち直しの動きに一

服感が見られている。

しかしながら、２７年度の北海道経済

は、個人消費や設備投資、観光関連が堅

調に推移し、持ち直しが明確になろう。

需要項目別に先行きを展望すると、個人

消費は、雇用・所得環境の改善や反動減

の影響が更に薄れることから、持ち直し

の動きが強まろう。設備投資は、札幌市

内の複数の大型再開発事業やエネルギー

関連投資が寄与しよう。観光関連は、外

国人観光客を中心に、好調を維持しよ

う。

この結果、実質成長率は０．９％（２６年

度△０．４％）、名目成長率は１．３％（同

１．０％）となろう。

平成２７年度北海道経済の見通し

要 約
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１．平成２６年度の北海道経済の概況

（１）国内経済の概況

現状の国内経済は、国内総生産（GDP １

次速報値）が２四半期連続のマイナス成長と

なり、消費税増税後の落ち込みからの回復の

遅れが明らかとなった。国内総生産の約６割

を占める個人消費は、反動減の影響が薄れて

いるとは言え、いまだ弱い動きが続いてい

る。設備投資は、企業収益が改善するなか前

年を上回っており、公共投資は概ね横ばいの

推移となっている。輸出は、円安が進行する

状況下にあっても、伸び悩んでいる。

先行きについては、個人消費が非耐久消費

財を中心に持ち直すなど、内需が堅調に推移

しよう。外需は、先進国を中心とした世界経

済の回復から、緩やかに持ち直そう。しかし

ながら年度前半のマイナス成長の影響は大き

く、年度ベースでの経済成長率は低いものに

とどまろう。

（２）北海道経済の概況

現状の北海道経済は、駆け込み需要の反動

減の影響が徐々に薄れているものの、公共投

資が減少基調にあるほか、設備投資の伸びも

弱く、前年からの持ち直しの動きに一服感が

みられる。

今後を展望すると、個人消費は、雇用・所

得環境の改善を背景として持ち直しに向かう

ものの、前年にあった駆け込み需要がないこ

とや、年度前半の落ち込みの影響が大きいこ

とから、実質ベースで前年度を下回ろう。設

備投資は、計画ベースで前年を上回ってお

り、増加しよう。公共投資は、前年を下回ろ

う。外国人観光客は、円安が追い風となり好

調を維持しよう。

以上のような経済状況を勘案すると、２６年

度道内経済成長率は実質成長率△０．４％、名

目成長率１．０％となり、名目成長率はプラス

成長となるものの、実質成長率は５年ぶりの

マイナス成長となろう。

２．平成２７年度北海道経済の見通し

（１）国内経済の概要

２７年度の国内経済は、反動減の影響が更に

薄れることから、内需を中心に回復軌道を辿

るものとみられる。

需要面をみると、個人消費は、消費税増税

の影響が一巡し、持ち直しに転じよう。住宅

投資は、幾分持ち直そう。設備投資は、企業

業績の改善を背景に、投資マインドが高まろ

う。公共投資は、財政規律維持の観点から、

幾分減少しよう。輸出は、円安が一段と進行

していることから、緩やかに増加しよう。

（２）北海道経済の概要

北海道経済は、個人消費や設備投資、観光

関連などが底堅く推移し、持ち直しの動きが

明確になろう。個人消費は、雇用・所得環境

の改善が続くことに加え、前年度からの反動

減の影響が更に薄れることから、持ち直しの

動きが強まろう。住宅投資は、持家、分譲を

中心に幾分持ち直そう。設備投資は、札幌市

内の複数の大型再開発事業やエネルギー関連

投資などが、寄与しよう。公共投資予算は概

ね前年並みとみられる。また観光関連は、近

年、関係が冷え切っていた中国・韓国からの

観光客が回復しつつあるほか、円安や消費税

免税制度の改正などもあり好調を維持しよ

う。

今後の物価動向を展望すると、日米の金融

政策の違い等を要因とする円安が、輸入物価

をはじめ諸物価の上昇要因となろう。しかし

平成２７年度北海道経済の見通し
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ながら、２６年４月からの消費税率引き上げの

直接的な影響が一巡することから、物価上昇

率は前年比では縮小しよう。この結果、２７年

度道内経済成長率は実質成長率０．９％、名目

成長率１．３％となり、実質成長率はプラス成

長に転じよう。

（３）道内総生産（支出側）の動向

Ａ．民間最終消費支出

雇用環境をみると、求人数が、医療・福

祉、卸売業・小売業、宿泊業・飲食サービス

業など幅広い業種で増加が続いているほか、

失業率が一段と低下している。所得環境は、

いわゆる基本給などの「決まって支給する給

与」が増加している。しかしながら、足元で

は非労働力人口（高齢者など）の増加により

雇用者数が減少するといった動きもみられ

る。

先行きは、建設業や観光関連などでの人手

不足感が根強いことから、当面、雇用・所得

環境の改善が続こう。また、一部の大企業を

中心に賃上げの広がりが予想され、道内にも

ある程度波及しよう。

以上のような雇用・所得環境を背景に、個

人消費は総じて堅調に推移するとみられる。

この結果、民間最終消費支出は実質成長率

０．８％、名目成長率１．４％となろう。

Ｂ．総固定資本形成

（ａ）住宅投資

持家は、反動減の影響が大きい２６年度に比

べれば、幾分増加しよう。貸家は、反動減に

底打ちの兆しも見られており、概ね２６年度並

みとなろう。分譲は、札幌市内の再開発事業

に付随したマンション建設が複数計画されて

いることから、増加しよう。このため、利用

別の新設着工戸数は、持ち家が１１２百戸、貸

家が１８０百戸、分譲が４１百戸、給与（社宅）

が３百戸、合計で３３６百戸程度となり、２６年

度見通し（３３０百戸）を上回ろう。

この結果、住宅投資は実質成長率１．２％、

名目成長率１．５％となろう。

（ｂ）設備投資

企業の設備投資は、総じて堅調に推移する

ものとみられる。札幌市内で複数の大型再開

発事業が着工予定、あるいは既に進行してい

るほか、エネルギー関連では、火力発電所の

建設着工など、引き続き活発なものとなろ

う。また北海道新幹線・新青森－新函館北斗

間の開業を控えた道南地区での設備投資も見

込まれる。この結果、設備投資は実質成長率

３．０％、名目成長率３．６％となろう。

（ｃ）公共投資

２６年度の北海道開発予算は当初予算ベース

で５年ぶりの大きな規模となったが、２７年度

の概算要求は、これを更に上回るものとなっ

ている。しかしながら２６年度補正予算は、全

国ベースで２．５～３兆円規模と前年を下回る

ことが予想されることから、これを含めた２７

年度の実質的な予算規模は、前年に比べ小幅

な伸びにとどまろう。この結果、公共投資は

実質成長率△０．２％、名目成長率０．１％となろ

う。

Ｃ．域際取引

移輸出では、道産品の人気を背景に、農畜

産品、魚介類など食料品の出荷が増加しよ

う。また輸送用機械や鉄鋼などの工業品も堅

調に推移しよう。観光関連では、国内からの

観光客が底堅く推移しよう。また訪日客は、

平成２７年度北海道経済の見通し
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中国や韓国からの観光客が回復しつつあるほ

か、円安や消費税免税制度の改正もあって好

調を維持しよう。この結果、移輸出は実質成

長率２．４％、名目成長率２．８％となろう。

移輸入では、２５年度末の製油所再編に伴い

原油・粗油の輸入が大幅に減少している。２７

年度はこの要因が一巡することから、緩やか

に持ち直そう。また移入は、道内需要の持ち

直しにより、前年度を上回ろう。この結果、

移輸入は実質成長率０．９％、名目成長率１．９％

となろう。

（４）道内総生産（生産側）の動向

一次産業では、２６年度の水稲の出荷が、

「青未熟米」等の大量発生により減少見込み

にあるほか、畜産部門では、生乳生産量が前

年を下回って推移している。２７年度は、稲作

の作況が平年並みとすると収穫量の増加が見

込まれ、また生乳生産量が平年並みを確保し

たとすると、農業総生産は１．０％増とみられ

る。林業は、中長期的に資源が回復傾向にあ

ることや円安に伴う道産材への需要の高まり

から、総生産は７．２％増とみられる。水産業

は、近年、ホタテガイの輸出が増加している

ほか、２６年度はサンマやスルメイカの漁獲量

が増加基調にある。２７年度は、これらの漁獲

量が平年並みに落ち着くとすると、総生産は

０．３％減とみられる。この結果、一次産業総

生産は１．０％増となろう。

二次産業では、製造業は、堅調な国内需要

から、窯業土石製品、食料品工業などが底堅

く推移し、総生産は４．０％増とみられる。建

設業は、住宅投資、民間設備投資、公共投資

いずれも増加が見込まれ、総生産は２．３％増

とみられる。この結果、二次産業総生産は

３．２％増となろう。

三次産業では、改善が続く雇用・所得環境

を背景に、卸売・小売業は底堅く推移しよ

う。電気・ガス・水道業は収益の改善が見込

まれ、前年を上回ろう。サービス業は、観光

関連が好調を維持するほか、医療・介護など

が安定した推移となろう。この結果、三次産

業総生産は０．９％増となろう。

（平成２６年１２月２日公表）

平成２７年度北海道経済の見通し
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（第１表）道内総生産（支出側）
（単位：億円、％）

項 目

名 目 値 （ ）内は前年度比伸び率 実 質 成 長 率

２５年度

（実績見込み）

２６年度

（見通し）

２７年度

（見通し）
２５年度 ２６年度 ２７年度

民間最終

消費支出

１１２，０５６

（２．１）

１１３，１５７

（１．０）

１１４，７９５

（１．４）
１．５ △０．９ ０．８

政府最終

消費支出

４７，１７１

（△１．５）

４７，４９０

（０．７）

４７，４２５

（△０．１）
△２．０ △０．８ △０．６

総固定

資本形成

３４，８２５

（７．３）

３４，５８９

（△０．７）

３５，２１７

（１．８）
６．７ △２．２ １．５

住宅投資

設備投資

公共投資

４，７５５

（△０．１）

１４，５９４

（４．５）

１５，４７６

（１２．７）

４，５７９

（△３．７）

１５，３０２

（４．９）

１４，７０８

（△５．０）

４，６４７

（１．５）

１５，８４９

（３．６）

１４，７２１

（０．１）

△０．５

３．９

１２．３

△５．１

２．９

△６．５

１．２

３．０

△０．２

移 輸 出 ６２，８７８

（３．５）

６４，６０２

（２．７）

６６，４２０

（２．８）
２．５ ０．９ ２．４

移 輸 入

（控 除）

８２，２７６

（５．７）

８３，４２８

（１．４）

８４，９７４

（１．９）
２．３ △０．９ ０．９

道内総生産

（支出側）

１８５，６５３

（２．１）

１８７，５８９

（１．０）

１９０，０１４

（１．３）
２．２ △０．４ ０．９

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

平成２７年度北海道経済の見通し
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（第２表）道内総生産（生産側）
（単位：億円、％）

項 目
２５年度

（実績見込み）

２６年度

（見通し）

２７年度

（見通し）

前 年 度 比 伸 び 率

２５年度 ２６年度 ２７年度

一次産業

農 業

林 業

水 産 業

６，９２８

５，２６４

２４４

１，４２０

６，８７１

５，１３７

２６３

１，４７１

６，９３８

５，１８９

２８２

１，４６７

０．７

０．２

８．６

１．１

△０．８

△２．４

７．８

３．６

１．０

１．０

７．２

△０．３

二次産業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

２９，６６３

２６０

１５，３８７

１４，０１６

２９，６０７

２６４

１４，９５６

１４，３８７

３０，５５１

２７０

１５，５５９

１４，７２２

５．６

△２．６

１．７

１０．５

△０．２

１．５

△２．８

２．６

３．２

２．３

４．０

２．３

三次産業

卸・小売業

金融・保険・
不 動 産 業

電気・運輸・
サービス業

政府・対家
計サービス

１４８，６２７

２６，１６０

２８，７７５

６４，５０７

２９，１８５

１５１，０２０

２６，８３７

２９，２３６

６５，３３５

２９，６１２

１５２，３３３

２７，５１１

２９，３４８

６５，９００

２９，５７４

１．５

３．０

２．９

１．６

△１．２

１．６

２．６

１．６

１．３

１．５

０．９

２．５

０．４

０．９

△０．１

道内総生産

（生産側）
１８５，６５３ １８７，５８９ １９０，０１４ ２．１ １．０ １．３

輸入品に課される税・関税、資本形成に係る消費税等を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

平成２７年度北海道経済の見通し

― １１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年１月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２２２／本文　※柱に注意！／００６～０１２　２７年度北海道経済見通  2014.12.17 17.33.30  Page 11 



（第３表）実質成長率の増加寄与度
（単位：％）

項 目 ２５年度 ２６年度 ２７年度

民間最終消費支出
政府最終消費支出
総固定資本形成

０．９
△０．５
１．１

△０．６
△０．２
△０．４

０．５
△０．１
０．２

住宅投資
設備投資
公共投資

△０．０
０．３
０．８

△０．１
０．２
△０．５

０．０
０．２
△０．０

移輸出
移輸入 （控除）

０．８
０．８

０．３
△０．３

０．７
０．３

道内総生産（支出側） ２．２ △０．４ ０．９

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

平成２７年度北海道経済の見通し

― １２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年１月号
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＜経営に関する相談＞

（一財）札幌産業振興財団
札幌中小企業支援センター

札幌証券取引所

（独）中小企業基盤整備機構
北海道本部

＜知的財産に関する相談＞

（一社）北海道発明協会

分野
出展者数
（社・団体）

分野
出展者数
（社・団体）

食品加工機械 １９ 経産省北海道経済産業局 １
環境・エネルギー ３１ 青函連携（函館市・青森銀行） ６
金属・機械・自動車 １２ 旭川信用金庫 ２
電気・電子 １２ 帯広信用金庫 ２
暮らし（衣・食・住） ６ 札幌商工会議所 ６
IT・ソフトウェア ２６ 北海道胆振総合振興局 ８
その他製造 ８ 北海道・東北産業交流 ４
北洋イノベーションファンド ５ 北海道・大田区産業交流 ９
産学官金連携 ２１ 北海道・三重県産業交流 １
相談コーナー ３ 北海道・静岡県産業交流 ６

北海道・名古屋産業交流 ８

合 計 １９６

【出展者数】 【相談コーナー】

来場者数 約４，３００名 商談件数 ６２０件

１．「北洋銀行ものづくりテクノフェア２０１４」の概要

北洋銀行は、“北海道のものづくり産業の振興”をより一層促進するため、関係機関のご支援
ご協力をいただいて平成２６年７月２４日�、アクセスサッポロにおいて「北洋銀行ものづくりテク
ノフェア２０１４」を開催いたしました。本フェアは、優れた技術や製品を有する中小企業、大学、
支援機関等が一堂に会する場を提供し、販路拡大、企業間連携の促進、情報交換や技術交流を通
じて、北海道のものづくり産業の振興を図る道内最大級の商談会です。

平成１９年より毎年開催し、８回目となりました昨年は、過去最多の１９６社・団体にご出展いた
だきました。広域連携を強化し、北海道新幹線開業を見据え具体的な連携を進めている青森県を
はじめ、東京都大田区、静岡県、名古屋地区など本州から３７社・団体に出展いただき、ダイナ
ミックな産業交流が行われました。また、道内外から過去最多となる約４，３００名の業界関係者に
ご来場をいただき、東京以北では最大級の「ものづくり商談会」の規模となりました。

インフォメーション

「北洋銀行ものづくりテクノフェア２０１５」開催に向けて
北洋銀行地域産業支援部
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― １４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年１月号

STEP3

北洋銀行

出展者

●商談状況の把握

●新たな商談先（商品）
　の紹介

商談者

紹介

商談成立

紹介

ビジネスマッチングの流れ

事
前
マ
ッ
チ
ン
グ

テ
ク
ノ
フ
ェ
ア
当
日

フ
ォ
ロ
ー

STEP1

STEP2

商　談　成　立

北洋銀行

出展者

商談専用ブースでの商談

売りたい商品

商談者

買いたい商品ニーズ ニーズ

●商談状況の把握

●新たな商談先（商品）
　の紹介

●20の専用ブースを設置
●出展者196社
●商談者114社

●商談件数620件
●商談時間20分/件

参加者のご意見

●商談4社のうち3社がはっきりとした目的
意識を持ち、しっかりと下調べのうえ、
参加されていました。

●商談意識が高かったです。

事前マッチング成立
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成約事例

出展者のコメント

弊社の新型3Dタ―ニングマ
シンを出展し、複雑な形をし
たカクテルグラスの実演をさ
せて頂き、多種多様の多くの
来場者の方の目に触れること
が出来ました。頂いたご意見・ご要望を真摯に受け止
め発展させていきたいと思います。貴重な体験をさせ
ていただいたテクノフェアに心から感謝しております。

金属・機械・自動車
旭川機械工業株式会社

このたび「北洋イノベ―ション
ファンド」の出資を受け「歩行
解析システム」を展示、実演
しました。動作解析を研究し
ている大学やオリジナル商品
を開発する上でコラボできそうな企業と商談でき、また
一般来場の方にも多数興味を示していただき、更に販
路を拡大するためのヒントが得られました。

北洋イノベーションファンド
株式会社アスリートクラブ

寒冷地向け「AEDライフキャ
ビネット」を中心に展示させて
頂きました。北海道地区はこ
れまで販売実績はまったくな
かったのですが、昨年の初出
展以降販売店様も出来、結果も出ており大変喜んでお
ります。今後も北海道の企業様と組んでお互い良いビ
ジネスになればと考えております。

名古屋商工会議所
株式会社マイセック

食品製造業

今年は食品加工関連機械を中心に、４社様と商談申
込みをさせていただきました。商談機能を設けた本フェ
アは大きな特徴でもあり、また面談の時間割も事前に
設定いただき、効率よく出展ブースを回ることができまし
た。熱気ある会場を拝見し、北海道の景気上向きの兆
しが感じられた一日でした。

今回初めて参加させて頂きました。商談ではサンプル
や資料を当日頂けましたので、その後の社内会議が大
変スム―ズでした。また思わぬ企業様との出会いに多
くのひらめきと発見があり、とても有意議な機会となりま
した。どちらへ伺っても充分な資料とご説明頂きました
事、皆様に御礼申し上げます。

株式会社北辰フーズ
宿泊業

ルネッサンスサッポロホテル

この度初めて単独ブ－スでの
出展で、尚且つ入口前の最
高の場所での展示で多くの
お客様に見て触っていただく
ことができました。
また、多業種の企業の方 と々の商談機会が生まれ当
社にとって有意義で大きな可能性を感じられるフェア
でした。今後も是非出展させていただきます。

食品加工機械
株式会社ヒロシ工業

環境・エネルギ－
株式会社ダンネツ

成約先 建設会社

成約製品 外断熱新外装材DAN壁（だんぺき）

成約内容 リフォ―ム外壁改修工事にＤＡＮ壁を
標準仕様として採用いただいた。

出展のご感想 出展年数を重ねるごとに商品が浸透
されて来ました。

出展者のコメント

来場者のコメント
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２．出展者のアンケート（一部抜粋）

主な出展目的（複数回答 ３つまで）

３．来場者のアンケート（一部抜粋）

主な来場目的（複数回答 ３つまで）

４．「北洋銀行ものづくりテクノフェア２０１５」の開催に向けて

昨年のものづくりテクノフェアでは、出展者の商談ニーズを事前にお伺いして来場者と商談を
予約する「事前マッチング」を実施しました。２０の「商談専用ブース」を設置し２５０件の商談を
じっくりと行っていただくなど、全体では６２０件の商談機会をご提供いたしました。また、「ほっ
かいどう受発注拡大商談会」＜主催：（公財）北海道中小企業総合支援センター、（一社）北海道
機械工業会＞と同日開催し、双方の相乗効果を最大限発揮することで、参加者のビジネスチャン
ス拡大の場として内容を充実させてまいりました。
現在、来年度のテクノフェア開催に向けて準備中にありますが、お客様がこのテクノフェアを
通じて得られた商談機会を確実にビジネスに繋げられるよう、引き続き最大のサポートをする考
えであります。
（お問い合わせ先 地域産業支援部 竹山 TEL：０１１‐２６１‐１３２１）

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２２２／本文　※柱に注意！／０１３～０１６　インフォメーション  2014.12.17 17.37.15  Page 16 



― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年１月号

昨年（平成２６年）９月２５日、２６日の二日間に亘り北見市の北見工業大学で「第２６回全国国立大

学法人共同研究センター長等会議」（以下、共同研究センター長等会議）が開催されました。大学

の共同研究センター（北海道大学では産学連携本部が該当します）は大学や地域の特性を反映し

た様々な活動を行っていますが、共通しているのは企業、特に地域企業や地方自治体等との共同

研究・受託研究の発掘及び推進です。

企業からの相談は直接、共同研究センターに持ち込まれる場合もありますが、このような企

業、特に地域企業はほとんど顔ぶれが変わりません。したがって、大学や工業高等専門学校、公

設試験研究機関（以下、大学等）は、新たにより多くの企業との接点を持つために、セミナー等

のイベントを通じて大学等の研究シーズ（事業化のための種）を発信し、企業ニーズとマッチン

グする機会づくりに取り組んできました。また、最近の傾向としては、金融機関やベンチャー

キャピタル（以下、金融機関等）から大学等との連携を希望する企業を紹介される事例が多く

なってきています。企業の実態把握が苦手な大学にとっては、金融機関等からの企業の紹介は共

同研究や事業化のリスク低減につながるもので、望ましいものと言えます。これらの紹介は「取

引先企業の発展による地域の経済活性化や自社の利益確保」を目指す金融機関等の戦略に位置付

けられており、金融機関等及び大学の双方にメリットがあり、今後も増加するのは間違いありま

せん。特に地域企業とのマッチングの場合には、この金融機関等からの紹介が重要です。一般的

に、「敷居が高い」と言われている大学等ですが、ここ１０年ほどで、大学等の意識の変化や民間

企業経験者の採用等でかなり改善されてきました。しかし、多くの地域企業が大学等に直接にコ

ンタクトすることを躊躇しているのも事実です。この高い敷居を下げるのが金融機関等の積極的

な仲介活動です。

地域企業との連携では、すでに研究を終えた研究シーズを地域企業が活用するのは難しい場合

が多いようです。例えば研究成果としては極めて優れており、学会での評価がいくら高くても、

その研究成果が果たして事業化に向くかどうかがポイントです。すでに研究を終えた研究シーズ

では地域企業での事業化を念頭に置いたものは少なく、従って事業化に向けた応用が利かない場

合が多いのです。むしろ企業ニーズをまず確認し、その上で大学等と地域企業が徹底的に対話し

て事業化の目標をしっかり共有し、そのための事業化研究を協力して行うのが効果的です。最近

の地方大学と地域企業との連携事例には、このような「企業ニーズ優先」「目標の共有」「徹底的な

対話」というキーワードが必ずあります。その結果、研究成果が企業の技術の高度化や新製品、

新サービスの開発及び地方自治体等における事業や政策に反映されます。

今回の共同研究センター長等会議は全国から６０の国立大学法人に所属する約１５０名の共同研究

センター教員、コーディネータ及び事務職員等が参加する大規模なもので、北海道からは幹事校

である北見工業大学を初めとして、北海道大学、室蘭工業大学、小樽商科大学、帯広畜産大学、

旭川医科大学の６大学が参加しました。北見工業大学の周到な準備と機動的な運営により会議は

経営のアドバイス

地域創生に向けて －産学官連携からの視点－
北海道大学産学連携本部特任教授

統括部長 末富 弘
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順調に進行し、二日目の管内企業、施設視察をもって終了しました。当日は快晴、微風の好天

で、参加者はオホーツクの清澄な秋を満喫したのではないでしょうか。一日目の分科会終了後に

は、市内の地ビールレストランでほぼ全員が出席し、また北見市からは市長や経済界の代表も出

席して和気あいあいと情報交換会を行いました。大学側にとっては共同研究センター活動を地域

に知ってもらう、また北見市にとっては全国に北見市をPRする良い機会になったようです。

共同研究センター長会議の目的は「共同研究センター間の連絡調整を図り、もってセンターの

円滑な運営に資すること」と定められていますが、具体的には様々な課題に対し、先進的、特徴

的な活動を行っている共同研究センターの事例を発表し、意見交換を行って参加大学が共有する

ことです。勿論、各大学や地域の状況はそれぞれ異なりますが、先進的、特徴的な他大学の活動

を参考にし、大学や地域の特性に合わせた独自の活動を行うことは極めて効果的でしょう。

冒頭で長々と共同研究センター長等会議について説明しましたが、今回の共同研究センター長

等会議の全四分科会のテーマが、濃淡はありますが、いずれも地域振興に関わるものだからで

す。私はその内の一つの分科会（テーマは「地域ニーズに応える大学」）の座長を務めました。

以下の説明においては、共同研究センター長等会議の議論を一部ですがご紹介したいと思いま

す。この中で、地域振興に対する産学官連携の必要性と共同研究センターが果たす具体的な役割

を知っていただき、大学を地域にとって身近な「地域の知の拠点」としてより一層理解していた

だければ幸いです。

１．地域創成と産学官連携

政府は昨年９月に我が国の人口減少対策と地域再生を担う「まち・ひと・しごと創生本

部」を新設しました。創成本部は北海道、富山、山口、高知の４道県から若手職員を受け入

れ、今後５年間の「総合戦略」と５０年後を見据えた「長期ビジョン」に、地域の生の声を反

映することにしています。また、地方中小企業の経営改善や産業振興策を検討する部署を創

成本部に設置し、地方銀行等に職員派遣を呼びかけることにしています。地方自治体の職員

や地方銀行の職員の現場感覚を活かした戦略やビジョンの策定は、異なった課題を抱える地

方ごとの対策を可能にする点で評価してよいのではないでしょうか。

特に、北海道職員を受け入れたことは北海道にとって大きな意味合いがあると考えます。

それは北海道が地域の基幹産業の衰退とその影響を大きく受けている典型的な地域であると

いうことです。例えば、石炭産業の消滅を経験した空知地域の旧産炭地では、「石炭産業消

滅→雇用激減・人口流出→少子高齢化→コミュニティ分断→医療・福祉問題、インフラ整備

問題・・・」等の連鎖が起こっており、地域の活性は大きく失われています。また、農・

林・水産の一次産業や製造業・建設業等の二次産業を基幹産業としてきた地域でも同様の現

象は起きています。このような北海道における課題の解決（ひいては全国各地の課題解決に

つながる）を一つのターゲットとした積極的な取り組みを期待したいものです。

以下は、首相官邸ホームページから抜粋した創成本部についての説明です。（下線太字は私
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若い世代の

就労・結婚・子育て

の希望の実現

『東京一極集中』

の歯止め

地域の特性に

即した地域課題

の解決

３つの視点

魅力あふれる地方を創生

が加工しました）

『「まち・ひと・しごと創生本部」は、人口急減・超高齢化という我が国が直面する大き

な課題に対し、政府一体となって取り組み、各地域がそれぞれの特徴を活かした自律的で持

続的な社会を創生することを目指して設立されました。

国民の皆様が誇りを持ち、将来に夢や希望を持てる、誰もが安心して暮らすことができる

地域づくりを進めるため、３つの視点を基本として、魅力あふれる地方を創生し、地方への

人の流れをつくってまいります。また、経済の回復を全国津々浦々で実感できるようにして

まいります。』

昨年９月１９日には首相官邸で第１回「まち・ひと・しごと創生会議」が開催されました。

その時の配布資料として有識者からの報告・提言がありましたが、その中にいくつか産学官

連携に関わる注目すべき報告・提言があったので概要を紹介します。それぞれ詳細な報告・

提言ですので全部を紹介することはしませんが、産学官連携に関わる部分についてだけピン

ポイントでまとめました。

なお、以下のURLにすべての報告・提言が掲載されています。一読されることをお勧めし

ます。

http : //www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/souseikaigi/dai1/gijisidai.html

○ 「福井大学における地元企業への就職への取り組み」

（福井大学理事・副学長 寺岡 英男氏）

（就職実績）

・ 福井県出身者の高い地元就職率（平成２５年度卒業生）

教育地域科学部：９３％、医学部：７８％、工学部：７７％

・ 地域を支える優れた人材の輩出

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２２２／本文　※柱に注意！／０１７～０２４　経営のアドバイス（末富）  2014.12.15 08.56.57  Page 19 



経営のアドバイス

― ２０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年１月号

福井県の教員４１％、福井県の医師２９％、福井県のエンジニア４０％

（実績につながった諸施策）

・ 地元企業の魅力紹介（企業めぐりバスツアー、効果的な企業説明会開催、就職支援

室に地元金融機関出身者配置～地元企業とのパイプ役）

・ 中小企業の魅力紹介（県中小企業団体中央会・商工会議所との連携、地元企業訪問

による人材ニーズ発掘）

・ 地域とのネットワーク構築（県産業界や地域と密着した人間力育成事業の実施、産

学官連携本部協力会企業の県内企業１７７社との連携、県経営者協会がマッチングす

るインターンシップへの参加～県内企業に８１名、ハローワーク・ジョブカフェとの

連携）

○ 「地方首長との意見交換に基づく方策（案）」～提言

（コマツ相談役 坂根 正弘氏）

・ 大企業と地方の中小企業が組んだ産学金官連携の推進（地域金融機関の積極的な仲

介・支援機能の発揮）

・ 地域ごとの産業クラスター形成（ドイツを例、例えば大学病院とベンチャー企業を

中核とした地方に密着したクラスター形成）

・ 産業協力が重要な学部での民間出身教員の積極登用

○ 「人口減少克服には、「複眼的」な考え方が必要」～提言

（元総務大臣・元岩手県知事 増田 寛也氏）

・ 「社会増対策＝地方の総合力の強化」（「働く場」「学ぶ場」の創出を産学官金連携で

推進）

・ ２０４０年推計人口への社会増減・自然増減の影響度（北海道では社会増減、京都府で

は自然増減の影響度が大きい）

～産学官連携とは関係ありませんが、北海道の人口に関する視点であり、参考までに

紹介します。

福井大学寺岡氏の提出資料は福井大学の産学官連携活動そのものの実績であり、坂根氏と

増田氏の提出資料は言わば提言です。しかし、三氏に共通するのは、地域の再生には「地域

の知の拠点」としての大学の活用が必要であるということです。特に、地域金融機関を加え

た産学官金連携が強調されています。これは企業の活性化や産業振興には地域金融機関の積

極的でタイムリーな資金提供に加え、地域金融機関が有するネットワークや人材、機能を活

用した活動が強く期待されているからです。具体的には大学と企業、団体等とのマッチング

や大学、ベンチャー企業、中小企業に対するコンサルティング機能の発揮です。
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以上、「まち・ひと・しごと創生本部」について説明しましたが、次項では大学の視点か

ら「地域創生」について説明いたします。

２．大学における「共同研究センター」から「社会連携センター」への転換

今回の共同研究センター長等会議は２６回目です。年一回の開催ですから、これは国立大学

が組織的に地域企業等との共同研究・受託研究の推進に取り組んで四半世紀が経過したこと

を表しています。この間に地域を取りまく環境も大学を取り巻く環境も大きく変わってきま

した。

経済のグローバル化が急速に進展する中、地域の中小企業もその影響を大きく受けるよう

になってきました。円高や円安、原油価格や穀物相場の変動が自社の業績に直結することか

ら積極的に海外展開する中小企業も珍しくなくなってきました。ある大学からは、共同研究

センター長等会議において、地域の伝統産業を維持するために、大学が地域の中小企業の国

際化に積極的に関与している事例が発表されました。詳細は省きますが、従来の大学の一企

業との共同研究を基本にした産学官連携の枠を超えた、地域産業界の課題解決への取り組み

と言えるでしょう。

また、地域の基幹産業の衰退とともに若者の働く場が失われ、少子高齢化や医療・福祉問

題、コミュニティの分断等が進展の速度の差こそあれ、日本全国で間違いなく進展していま

す。東京一極集中が、進んでいます。まち・ひと・しごと創生本部」では、この「東京一極

集中の歯止め」を第二の視点にしています。

大学を取り巻く状況も激変しています。平成１６年度の国立大学法人化では、従来、国の一

部門として国の予算で行ってきた運営を、各大学の特徴を活かした自立的な取り組みを進め

ることが求められました。国からの資金は漸減し、その分外部資金（共同研究・受託研究、

寄付、施設収入等）で賄うことが必要になりました。また、従来の国立大学の横並びから脱

し、基本的に各大学の判断で運営することが可能になりました。要は、黙っていてはその大

学は運営資金や優秀な学生集めで後れを取り、どんどん活性が失われていくことを意味して

います。企業で言えば、業績悪化でありそのまま行けば倒産です。そんなことはないだろう

と思われるかもしれませんが、そのくらいの危機感を持たなければ大学の改革は不可能で

しょう。

また平成１８年には教育基本法が改正され、大学の使命として従来の「研究」「教育」に加え

「社会貢献」が明記されました。これは社会の課題の多様化に対し、知の拠点として大学が

その解決に積極的に貢献しなければならないということにほかなりません。改正教育基本法

では、「産学官連携」ではなく「社会貢献」と表現されています。これは本項のテーマであ

る「共同研究センター」から「社会連携センター」への転換に関わるものです。

四半世紀前の大学の産学官連携は実は、理系の技術相談や共同研究・受託研究が主体でし

た。基本的には大学の教員が企業や地方自治体との共同研究・受託研究の内容を決め、進捗

管理も行ってきました。しかし、教員には研究や教育というミッションがあります。共同研

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２２２／本文　※柱に注意！／０１７～０２４　経営のアドバイス（末富）  2014.12.15 08.56.57  Page 21 



経営のアドバイス

― ２２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年１月号

究・受託研究の内容や規模は千差万別ですが、研究と教育の合間に行わざるを得ないレベル

の共同研究・受託研究の成果について企業や地方自治体がすべて満足したとは言えないで

しょう。

しかし、先ほどから述べているように地域や大学を取り巻く状況は激変しています。地域

の課題は多様化し、従来型の理系の教員個人による産学官連携では地域のニーズに応えきれ

なくなってきました。地域の課題は一企業の技術的な課題から、基幹産業の衰退による新産

業の創出（例えば一次産業の六次産業化、観光産業の振興、環境産業の振興など）、少子高

齢化問題、医療・福祉問題、コミュニティ分断等にまで広がってきました。大学が地域に根

を下ろして「地域の知の拠点」として認められるには、これらの課題への積極的な対応が求

められ、その意味で地域社会の問題を解決する「社会連携センター」への転換が必要になり

ました。共同研究センター長等会議ではある大学がある市と連携し、市の国民健康保険財政

を改善し、一方で住民サービスを低下させず福祉を進めるという取り組みを行っている報告

がありました。事業の実施にあたっては既存企業に声をかけましたが乗ってこず、大学発ベ

ンチャーを設立して実施主体としました。この大学発ベンチャーの経営は順調で、利益を計

上しているとのことです。また、大学に自然保護を目的とした講座を開設し、修了者には資

格を与えて県内の環境保護に関わる人材とする活動を行っている事例が発表されました。修

了した人材は今では県内における環境保護の中核的な人材として団体を組織し、自立的に活

動の輪を広げているとのことです。

これらの事例は地域社会の課題解決に積極的に対応している先進的な事例であり、他の地

域でも十分に参考にすべきでしょう。

３．「点の連携」から「面の協働」へ！！

これまで主として大学の視点で説明してきましたが、ここからは、地域の視点で大学の活

用法を考えましょう。

大学が組織的に産学官連携に取り組みすでに四半世紀が経過しましたが、果たして地域の

ニーズに大学が十分に応えられているでしょうか。勿論、前述したいくつかの大学のように

地域の課題解決に積極的に関わっている大学もありますが、多くの大学は地域のニーズの多

様化に従来型の産学官連携の手法と組織で関わっているのが現状です。社会連携に進まなけ

ればと考えつつも、苦労しているのが実態です。

何故なのでしょうか。それは従来の大学の産学官連携に対する取り組みが、受動的だった

からです。つまり、地域の企業や地方自治体からのアプローチが産学官連携の起点であり、

大学から提案することはほとんどなかったからです。また、教員個人での対応では横への展

開、即ち地域社会の多様なニーズに合った学部横断的な大学の多様な展開が想定すらできま

せんでした。したがって、地域の企業や地方自治体が産学官連携に地域社会の課題解決を求

めることもレアケースとしてしかありませんでした。

しかし、レアケースであれ各大学の先進的な取り組みはあります。それが可能になったの
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はおそらく地域と大学の徹底的な対話があったからでしょう。伝統的な産学官連携では地域

の企業や地方自治体が行うことと大学が行うことは明示的では無いにせよ、双方が心理的に

分けていました。この心理的な分断が、産学官連携の新たな展開の足かせになっていたので

す。

例えば、産学官金連携（産学官連携に金融機関を加え事業化を促進するシステム）の重要

性は以前から指摘され、全国的にはかなり進んできたように見えます。しかし、実態はどう

でしょうか。大学は金融機関を資金供給元としか考えず、金融機関は大学に対し物申さない

無意識の遠慮の関係が多いように思います。これでは踏み込んだ連携には進めません。この

ような無意識の遠慮が地域のステークホルダー間にあったのでしょう。

先進的な取り組みを行っている地域・大学では、このような無意識の遠慮を、課題を明確

化し徹底的に対話することで克服したと思われます。大学は基本的に受け身です。勿論、積

極的に地域の課題を発掘しようとしていますが、活動面での人的な制約があります。この

際、地域が大学に対ししっかりとニーズを伝えるシステムを地域で構築するのはいかがで

しょうか。そのためには既存の組織のミッション（多分に、自己制限的な要素があります

が）を超えた対応を強く意識する必要があります。

従来の産学官連携は教員個人と個別企業のいわば「点の連携」です。現在必要とされてい

る社会連携は大学という組織全体と地域のステークホルダー全体の「面の協働」です。「点の

連携」と「面の協働」を比較すると「面の協働」のほうが接点が大きく、かつ無限に拡大す

ることができます。これは、活動の多様化と規模の拡大を意味しています。「面の協働」では

当初想定してなかったような結果がもたらされることもあります。

ここでは「連携」と「協働」の言葉を使い分けています。ここで言う「連携」は、それぞ

れの活動を区分し、相手の活動には基本的に関与しません。一方「協働」とは参加者全員の

主体的な活動を前提にしたもので、明確な目標を設定し、その達成に向けてお互いが汗を流

し、リスクも負うということです。いわば、サラッとお茶を濁すのではなく、本気で取り組

むことと考えてもよいでしょう。

社会連携への対応は、前述のように理系の産学官連携だけでは限界があります。文系の研

究成果の活用を加えた「文理融合」が効果的であり、不可欠です。そのためには複数大学の

連携が重要であり、特に地方自治体はそのような視点で大学と連携する必要があります。大

学は同一大学内での学部横断的な対応であれ、また大学間の連携であれ、横断的な展開が苦

手な組織です。そのような組織に対しては、従来の教員個人の対応を求めるのではなく、社

会連携センターとの組織体組織の対応を考える必要があります。

４．人材育成

共同研究センター長等会議の議論を通じて痛感したのは、地方における人材不足です。起

業人材もそれを支援する人材も決定的に不足しており、それでは地方での起業や中小企業の

第二創業につながらない状況です。「まち・ひと・しごと創生本部」の第一の視点である「若
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い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現」は無理でしょう。

大学は企業や第二創業のための研究成果を積極的に提供するとともに、地域を活性化する

人材育成も期待されています。勿論、多くの大学で取り組みを行い、成功例も出始めている

のは本稿でも紹介しています。

人材育成と言っても、育成される人材は多様です。学部や大学院での教育・研究は大学の

本来的な人材育成ですが、最近は地域や企業の要望に合わせて変わってきた部分もありま

す。より実践的な人材の輩出が求められてきたのです。そのためにカリキュラムの多様化と

外部専門人材による実践的な講義の実施、インターンシップの強化、国際性の涵養、地域団

体の活動への参加等が飛躍的に増加してきました。

また、社会人教育は地域の活性化にとってより即効性があります。企業の技術者が大学院

で先端的で高度な技術を身に着け企業で事業の拡大につなげることは従来から行われていま

したが、現在はそのような取り組みを行う大学が増加しています。また、理系のみならず文

系の大学でも、地域活性化のリーダーを養成する取り組みが進んできました。道内の大学で

も、積極的に行われています。

それでは、具体的にどのように大学と連携、いや協働するのがよいのでしょうか。各地域

には経済団体や金融機関等が主催する創業塾や若手経営者の会があります。これらの団体を

母体に、大学の社会連携センター（名称は産学連携本部、社会連携推進センター、地域共同

研究開発センター、ビジネス創造センターなど）と対話することから始めてはいかがでしょ

うか。地域が大学に期待することを本音でぶつけ、お互いに可能な協働を徹底的に議論する

のです。それによって、お互いの組織や人を良く理解し、協働に必要な一体感を醸成してい

きます。

幸いにして、各大学の社会連携センターには多くの民間企業出身者がいます。予断や遠慮

を排して、議論を行いませんか。

我が国では地域の衰退が急速に進展し、「まち・ひと・しごと創生本部」の新設にみられ

るように、国も本腰を入れて対応を始めました。しかし、地域の再生にとって最も重要なの

は、地域自身の意識改革であり、地域の主体的な活動ではないでしょうか。

北海道は長らく、「公共依存」が続いてきました。移輸出よりも移輸入が大幅に上回って

いるにもかかわらず、資金不足が生じないのは、公共工事を始めとして様々な形で国の資金

が流入してきたからです。地方の再生のためには脱「公共依存」（勿論、公共工事を否定する

ものではありません。過度な依存体質を改める意味です）を実現しなければなりません。そ

のためには当然ですが産業の活性化が基本になります。

地域活性化のために、大学を「地域の知の拠点」として、また協働相手として活用してい

ただければと思います。
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上海自由貿易試験区（以下「試験区」という。）が２０１３年９月２９日に設立され１年が経過しました。
この間の取り組みとして、金利の自由化及び国境を越えた人民元利用の拡大などといった金融改革や、
外資系企業の事業参入に対する規制緩和等が実施されてきましたが、市内で日常生活を送る一般市民に
とっては、目に見える変化を感じる機会は無く、直接的な恩恵はありませんでした。
そのような中、２０１３年１２月、試験区内に輸入商品の直売所がオープンしました。この直売所は高級品
を扱う免税店とは異なり、中間流通を省くことや、試験区の保税機能１を上手く活用することで在庫リ
スク・販売コストを軽減し、低価格での販売を実現しています。
試験区は市の中心部から離れた港湾付近にあるため、オープン当初はあまり話題になりませんでした

が、輸入商品が安く買える直売所の評判が利用者の口コミで広がり、８月頃には入場制限がかかるほど
大盛況となりました。
また、２０１４年９月には試験区外にも龍陽路店がオープンしました。浦東空港へ向かうリニアモーター

カーの市街地側の始発駅となる龍陽路駅と同じ建物内の商業施設にあり、地下鉄の２号線と７号線にも
接続していることから一般市民にとっては更に利用しやすい環境が整いました。
開業して間もない週末の午前中に龍陽路店を視察しましたが、店内はとても多くの買い物客で賑わっ

ていました。日本の商品はほとんどありませんでしたが、商品は食品を中心とし、ワインコーナーには
世界各地から輸入された種類豊富な商品が数多く陳列されていました。龍陽路店の売り場面積は、試験
区の店舗よりも広い２，８００平方メートルあり、今後は商品を５，０００～６，０００種類に増やして販売予定との
ことです。
目玉商品は、東南アジアからの輸入果物とカナダ産、アルゼンチン産の冷凍海産物で、一般の市場価

格と比べると２～３割程度安い印象ですが、冷凍魚の中には原価１８８元の商品が６９元で販売されている
ものもあり、午前中にもかかわらず既に空になった海産物の冷凍庫もありました。
これらは「性価比」（価格と品質のバランス）を重視する中国人にとっても満足して購入できる商品の

ようで、実際にレジで並んでいる人のカゴを覗いてみると、ほとんどの人が果物や冷凍海産物を必ず一
つは購入していました。
低価格という要素以外にも、食の安全を重視する消費者にとっては、流通経路に不安を感じることな

く、安心して品質の高い輸入商品が購入できる「直売」という販売方式が支持され、人気が出た理由の
一つと言えそうです。
今年の春節（旧暦の正月）までには、このような輸入商

品の直売所を上海市内に更に６店舗開業する予定があり、
中国国内の他都市でも設置計画があると報道されていま
す。また、市街地でも輸入食品（菓子類）を専門で販売す
る小規模な店舗を最近頻繁に見かけるようになりました。
日本からの輸入食品は百貨店や高級スーパーでの販売が

主流となりますが、気軽に輸入商品が手に入りやすくなる
ことが購入意欲の増加につながり、これが道産品の販売に
も追い風になることを今後も期待したいと思います。

アジアニュース

上海における輸入商品販売施設について

新鮮な果物を求める買い物客で賑わう

北洋銀行上海駐在員事務所 副所長

菅野 純

１保税機能
商品の展示には一定期間は関税等がかからず販売時に課税される仕組みであり、輸入段階での資金負担を軽減
できる。また売れ残った商品は他の海外市場で再度販売することができ、中国国内の在庫リスクを軽減でき
る。
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（独）国際協力機構（JICA）によるODAを活用した中小企業海外展開支援事業について、この紙面を

お借りして、ご紹介いたします。

１．ODAとJICAについて
ODAとは政府開発援助（Official Development Assistance）の略称で、日本政府（主に外務省が所管）

による「開発途上国」（以下、途上国）向けの開発援助を意味します。JICA（「ジャイカ」と音読）は

ODAの実施機関として、途上国を中心に９２か国に事務所・支所を有し、技術協力、有償資金協力（円借

款等）、無償資金協力等の事業を展開しています。

２．JICAが中小企業海外展開支援事業をはじめた経緯
JICAは、より効果的なODAを目指し、民間企業を国際協力のパートナーと位置付け、民間連携を推

進しはじめていた中、２０１２年３月に政府の「中小企業海外展開支援大綱」が改訂されました。同改訂

は、経済のグローバル化および人口減少による国内マーケットの縮小に対応し、新興国を含む途上国の

経済成長を取り込むための中小企業の海外展開をオールジャパンで支援する体制を整備することを目的

としたもので、外務省／JICAも新たに支援機関として参加することになりました。

JICAは２０１２年度から本事業を開始し、道内では北海道経済産業局、ジェトロ北海道、中小機構北海

道、北海道庁等の支援機関や自治体、経済団体、金融機関等と連携して事業を実施しています。

３．JICA中小企業海外展開支援事業の概要
本事業はODA予算を使用して実施するため、途上国を対象（先進国、ロシア等は対象外）にし、そ

の開発上の課題解決に資することが大前提となっています。また、事業の相手先（カウンターパート）

は途上国の政府および政府関係機関等となっています。

中小企業の有する優れた製品・技術等（下表参照）を途上国の開発に活かすことによって、中小企業

の海外展開を後押しすることにもつながり、途上国と中小企業がWin-Winの関係を目指すというのが、

本事業の基本コンセプトです。同時に、それらを通じてわが国の地方活性化につなげたいという政策的

分野 具体例
環境・エネルギー 再生可能エネルギー発電、バイオトイレ、雨量監視システム 等

廃棄物処理 農業廃棄物リサイクル技術、廃プラスチック燃化技術 等

水の浄化・水処理 水質測定機材、浄水器 等

職業訓練・産業育成 研削盤、工作用機器、検査・測定機器 等

福祉 車いす、リハビリ用品、介護機材、点字プリンター 等

農業 灌漑ポンプ、収穫・加工用機械 等

医療保健 X線診断装置、分娩監視装置、歯科機器 等

教育 理科教材、理科実験器具 等

防災・災害対策 仮設用照明器具、災害救助用機材 等

アジアニュース

ODAを活用した中小企業海外展開支援事業

（表：途上国の開発課題解決に有益と考えられる分野および具体例）

独立行政法人 国際協力機構（JICA）
北海道国際センター 専門嘱託 中野 智

（Email：Nakano.Satoshi@jica.go.jp）
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意図もあります。

４．JICA中小企業海外展開支援事業の特徴・留意点
（１）企画書の作成

本事業は全国公募の企画競争方式による選定を行っており、公示に基づき、中小企業から企画書を提

出いただいています。現状、比較的高い応募倍率で推移していることもあり、採択されるためには提案

対象となる製品等が他社製品に比べ“優位性”を有するだけではなく、途上国の開発ニーズにマッチす

るという“仮説”があり、高い開発効果が期待できるという“ストーリー”や、事業終了後の具体的な

ビジネス展開戦略・計画が記載された企画書である必要があります。熟度の高い企画書を作成するため

には、事前に現地調査を行い、ニーズの確認やカウンターパートを特定しておくことが望まれます。

また、企画内容が応募対象国におけるわが国ODAの国別援助方針との整合性があることも強く望ま

れます。当該国で実施済み／実施中のJICA事業等との相乗効果が見込めるものや、地元経済・地域活性

化への貢献度が高いものは、審査上加点されます。

（２）実施形態

海外、とりわけ途上国での調査・事業であり、企画書のドラフティングから報告書の作成、JICAの経

理処理ルールに基づいて経費を精算する必要があることなどから、ODA事業に経験のあるコンサルタ

ントの支援を得ることが重要です。そのため、コンサルタント（NPO職員、大学教員等を含む）を外部

人材として活用することが可能な制度となっており、JICAは中小企業とコンサルタントとのマッチン

グ相談窓口を設けています。

また、本事業は補助金事業ではなく、委託事業となります。中小企業はJICAとの業務委託契約に基

づき事業を実施し、成果品として最終報告書を提出いただきます。

なお、本事業は基本的に中小企業のビジネスを直接的に支援するものではないことに留意が必要で

す。前述のとおり、事業のカウンターパートは政府関係者等であり、本格的なビジネス展開に先立っ

て、中小企業の製品等を相手国政府関係者等にアピールしつつ、可能な限りビジネス上のリスクを低減

させることを意図しています。また、事業で顕著な成果を上げた製品については、積極的に各種ODA

事業で活用していくことが検討されています。

５．JICA中小企業海外展開支援事業のメニュー
本事業のメニューは以下のとおりです。①、②、③については、中小企業基本法等で定められた中小

企業のみが応募できます（「みなし大企業」は対象外）。現状、採択企業の半数近くは首都圏以外の企業

となっていますが、道内中小企業からの応募は多くないため、今後、積極的な応募が期待されます（採

択実績は表のとおり）。

① 案件化調査

中小企業の有する製品・技術を途上国の開発へ活用する可能性を検討するための調査

・予算上限：３，０００万円（機材輸送が必要な場合５，０００万円）

・件数：年間４７件程度（年２回公示）

・期間：数か月～１年程度
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受託企業 コンサルティング企業 分野 対象国 案件名

㈱シーイー・フォックス
（千歳市）

グローバルリンクマネ
ジメント㈱（東京都）

教育
タイ

インドネシア
海外高等教育機関と日系産業界が連携し
た人材育成基盤の案件化調査

エバーグリーン㈱
（札幌市）

�アイエムジー
（横浜市）

環境・
廃棄物処理

ケニア
廃バッテリーリサイクルおよび環境マネ
ジメントシステム構築案件化調査

正和電工㈱
（旭川市）

㈱長大
（東京都）

環境 ベトナム

世界自然遺産ハロン湾における集めな
い・混ぜない・分離する“分散型排水処理
システム”を活用した水環境改善案件化
調査

㈱みどり工学研究所
（札幌市）

㈱かいはつマネジメン
ト・コンサルティング
（東京都）

環境 インドネシア
携帯電話通信網を利用したリアルタイ
ム・モニタリングシステム普及のための
案件化調査

㈱レアックス
（札幌市）

㈱地球システム科学
（東京都）

水資源 ボリビア
井戸診断による長寿命化に関する案件化
調査

東洋農機㈱
（帯広市）

㈱日本開発政策研究所
（東京都）

農業 インド
自走式ジャガイモ収穫機普及に向けた案
件化調査

受託企業 コンサルティング企業 分野 対象国 案件名

日東建設㈱
（雄武町）

（一社）北海道開発技術センター
（札幌市）

防災・災害対策 ナイジェリア
コンクリートテスター（CTS）を用い
た道路付帯コンクリート構造物の点検
技術の普及・実証事業

② 普及・実証事業

中小企業の有する製品・技術の現地適合性を高めるための実証活動を通じ、その普及方法を検討する

ための事業（注：提案製品をJICAが原価で購入。案件化調査を経て実施される事例が多い。）

・予算上限：１億円

・件数：年間２３件程度（年１回公示）

・期間：１～３年程度

③ 中小企業連携促進基礎調査

中小企業の現地直接進出（注：貿易取引や委託生産・販売のみは対象外）に必要な情報収集および事

業計画策定のための調査

・予算上限：１，０００万円

・件数：年間２０件程度（年２回公示）

・期間：最大１年
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受託企業 コンサルティング企業 分野 対象国 案件名

㈱高組
（旭川市）

合同会社オフィス西田
（千葉県）

建築・環境 モンゴル
寒冷地向け省エネ型廉価住宅
建設事業調査

苫小牧北倉港運㈱
（苫小牧市）

㈱かいはつマネジメント・コン
サルティング、㈱三好製作所、
㈱プロトム（以上、東京都）

農業・水産・流通 バングラデシュ
生産地から消費地への農漁業
産品輸送改善事業調査

�タナベ
（帯広市）

ブレインストーム・ワールドワ
イド・インク（米国）

環境・
廃棄物処理

エチオピア
大型廃棄物の回収・再資源化
サービス事業調査

受託企業 コンサルティング企業 分野 対象国 案件名

㈱IHIスター
（千歳市）

（一社）北海道総合研究調査会
（札幌市）

農業
カザフスタン
キルギス

広域酪農地域向け農業機械普及促進事業

中小企業だけではなく、大企業も応募が可能な事業としては、以下のようなメニューがあります。

④ 協力準備調査（BOPビジネス連携促進）

貧困層（BOP：Base of the Pyramid）を対象としたビジネスモデルの開発、事業計画の策定、並びに

JICA事業との協働事業の可能性を検討・確認するための調査

・予算上限：５，０００万円（中小企業は２，０００万円でも可）

・件数：年間２０件程度（年２回公示）

・期間：最大３年程度

⑤ 開発途上国の社会・経済開発のための民間技術普及促進事業

途上国政府関係者を主な対象とする本邦での研修や現地セミナー等を通じ、民間企業が有する製品・

技術・システム等への理解を促し、開発への活用可能性を検討するための調査

・予算上限：２，０００万円

・件数：年間２０件程度（年２回公示）

・期間：最大２年

⑥ 民間連携ボランティア

民間企業の社員を青年海外協力隊／シニア海外ボランティアとして途上国に派遣する事業（派遣国、

職種、期間を企業側のニーズに応じてカスタマイズが可能）

・目的：グローバル人材の育成、現地ネットワークの構築

・期間：１～２年（随時相談・応募受付。派遣前訓練を実施）

・中小企業の場合は人件費（給与・賞与）の８割を補てん

それぞれのメニューの募集要項や採択実績、国別援助方針、コンサルタントとのマッチング相談窓口

等は、以下のJICAウェブサイトを参照ください。
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・中小企業海外展開支援事業 HP http : //www.jica.go.jp/sme_support/index.html

・民間連携 HP http : //www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/index.html

道内にはJICA北海道国際センターがあり、企業のみなさまからの個別相談（企画書作成支援を含

む）に応じていますので、お気軽に問合せください。また、現地のJICA事務所でもご相談いただけま

す。

JICA北海道（札幌）担当：筧、中野 札幌市白石区本通１６丁目南４‐２５ Tel．０１１‐８６６‐８４２１

〃 （帯広）担当：町田 帯広市西２０条南６丁目１‐２ Tel．０１５５‐３５‐１２１０

JICA中小企業海外展開支援事業は“日本の技術、世界を変える”がキャッチフレーズとなっていま

す。道内企業が培った製品・技術によって途上国の開発課題解決に貢献し、北海道と途上国のWin-Win

の関係につながることによって世界における“北海道ブランド”がさらに強固なものになると思われま

す。
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商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４９０ ８８～２３４ ２８８ ２５４ １７９～２７２

牛乳 １リットル 現地産 ２５９～５５３
４２

（２４３ml）
１４４

２９０
（８３０ml）

１３３～２７９

じゃがいも ０．５kg 現地産 １１７～２４９ ２８～１１３ ２１６
９９

（アメリカ産）
３４

オレンジ ０．５kg アメリカ産 ２０７ １９０
３１６

（１個）
９０

（１個）
１１１

（南アフリカ産）

小麦粉 １kg １６５ ２６７ １６５ ２２７ １１６

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 １１１ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － １０５ １７２ ３２６ ２１６

カップラーメン １個 日本メーカー製 ９０ １２４ ２７０ １４５ ４００

ミネラルウォーター ５５０ml ２６ ２６ ２５ １４０ ３６～９２

コーラ ３３０ml コカコーラ ４０ ４６ ５０ ９０ ９４

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

３２６ ３２６ ７２０ ４２６ －

タクシー初乗り ２６９ １９２ １２６ ３０８ ３６４～４８６

ガソリン １リットル レギュラー １４４ １２５ １６２ ２１７ ９３

トイレットペーパー １０巻 日本製
２５２

（現地製４巻）
５２８

５０４
（現地製）

５９０
３３０

（現地製４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１２４

（現地製）
９１

（現地製）
３４２ ２８７ １７０

洗濯洗剤 １kg 日本製
２６５

（現地製）
２２８

（現地製）
４３２ ２４８ ６５６

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １９２ ２８８ ２８８ ３６３ ４８６

電気料金 １kwh 住居用 １１ ９ ５４ ２４ ８

水道料金 １� 住居用 ３６ ５９ ３６ １０６ ７７

新聞 １部 一般紙 １９ １９ １８ ８１ ６８

バス 市内均一区間 ３８ １９～３８ ２８ ９０～１９０ ３６

地下鉄 初乗り ５７ － ７９ ９９～２１７ －

携帯

機種 iPhone５S １６G ９０，１０３ ８２，６２６ ８５，１４０ ８９，７４０ ６０，７２５

基本料金／月 ８８４ １，１１４ ２，８８０ ４，９２３ ３，６４５

通話料金／分 ４ ４ ２ １３ ３

映画チケット 大人１名 時間帯により変動１，０５７～２，６９０１，１５３～１，５３７７２０～１，６２０ １，０４４ ５３４～１，０９３

現地価格調査（２０１４年１２月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】 ２０１４年１１月２８日仲値
１中国元＝１９．２２円 １タイバーツ＝３．６０円 １シンガポールドル＝９０．８３円 １ロシアルーブル＝２．４３円
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企業名 本社所在地 代表者名 資本金

発行年月日 種類 金額 年限

事業内容

１

キャンピングレンタサービス工業株式会社 様 北広島市 橋爪 顯次氏 ３千万円

平成２６年１１月５日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年

平成元年設立。道内最大級の豊富な車種を取り扱うキャンピングカー専門店。自社工場で点検・改造・
修理も手掛け、万全なアフターサービス体制を整えている。平成２６年に「北海道グリーン・ビズ認定制
度」に登録し、エコ企業としての認証を受けている。

２

有限会社不動産企画ウィル 様 函館市 佐藤 真一氏 ３百万円

平成２６年１１月５日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年

平成１６年設立のハウスメーカー。平成２６年上半期建築件数道南エリアハウスメーカー１位の実績。グッ
ドデザインアワード２０１０を受賞した「ZERO-CUBE」の断熱機能を高める等北海道仕様にした「CUBE
＋」をはじめ、品質・空間・デザイン・価格にこだわった住宅を取り扱う。

３

有限会社下段モータース 様 当別町 下段 寿之氏 ３千万円

平成２６年１１月１４日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年

昭和３０年創業。自動車販売・修理のほか、バス事業を行う。当別町と江別市を結ぶ「当江線」やコミュ
ニティバス「当別ふれあいバス」を運行し、地域社会に貢献。てんぷら油等の廃油をバイオディーゼル
燃料として再利用し、CO２の排出削減を行うなど、環境保全に取り組んでいる。

４

株式会社ナラ工業 様 江別市 奈良 幸則氏 ２千万円

平成２６年１１月２０日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ３年

昭和５７年設立の土木工事業者。江別本社のほか石川県に北陸出張所を設けている。数多くの暗渠排水工
事を手掛け、各地のほ場における冷湿害の影響を軽減。南米原産の「ステビア」に早くから注目し、農
業資材として販売している。平成２６年「北海道グリーン・ビズ認証制度」に登録された。

５

有限会社サンセイ・サービス 様 函館市 西崎 博勝氏 ３百万円

平成２６年１１月２０日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年

昭和６３年創業の船舶機器販売及びメンテナンス業者。計器類のメンテナンスを中心に、造船業者や海運
業者からの数多くの受注実績を有する。地域の環境保全にも積極的に取り組み、平成２６年に「北海道グ
リーン・ビズ認証制度」に登録し、エコ企業としての認証を受けている。

６

株式会社イースト 様 札幌市 横山 鷹史氏 ２千万円

平成２６年１１月２１日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年

平成元年設立の不動産賃貸・仲介・管理業者。札幌市近郊を中心に、マンション・戸建住宅から投資物
件まで幅広く取り扱う。「迅速・正確かつ安全な不動産取引」をモットーに、知識・経験豊富なスタッフ
があらゆるニーズに応える。平成２６年「さっぽろエコメンバー登録制度」に認証・登録。

当行が受託・引き受けした私募債発行企業の一部をご紹介します。

私募債とは？

お客さまが長期固定金利の資金調達を図るために社債を発行し、その社債を限られた

少数の投資家が引き受けるものです。

社債の発行が可能な企業は、一定以上の信用力を持った企業に限られており、企業規

模・財務内容・収益状況についての厳しい基準をクリアする必要があります。よって、

社債の発行を通じて財務健全性がアピールでき、対外的な信用力向上につながります。

私募債発行企業のご紹介

１１月の私募債発行企業
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企業名 本社所在地 代表者名 資本金

発行年月日 種類 金額 年限

事業内容

７

株式会社まごころ 様 札幌市 石田 剛毅氏 ３百万円

平成２６年１１月２１日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年

平成６年設立の介護事業者。札幌市内７か所でリハビリ専門デイサービスを運営している。平成２６年１０
月からは訪問介護事業も手掛け、在宅での療養生活を支援している。平成２６年に「さっぽろエコメン
バー登録制度」に登録された。

８

株式会社ネクステップ 様 札幌市 新居 隆氏 ３千２百万円

平成２６年１１月２６日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ７千万円 ７年

平成１０年創業。不動産の仲介・売買・管理や駐車場の管理運営を行っている。お客様の「NEXT STEP
（次の一歩）」のお役に立つため、経験豊富なスタッフとネットワークを駆使し、様々なお手伝いを行っ
ている。平成２５年に「さっぽろエコメンバー登録制度」に登録された。

９

株式会社ＬＭＪ 様 当別町 鳥谷部 直人氏 ９百万円

平成２６年１１月２６日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年

平成２４年設立の農業機械輸入、販売及びコンサルタント業者です。欧州を代表する農業機器メーカー
LEMKEN社の日本総合代理店であり、輸入・販売に加え、部品供給やアフターサービスの体制を整え
ている。LEMKEN社商品のほか、ドイツの農機具メーカーKemper社、CLAAS社の商品も取り扱う。

１０

株式会社伊達斎場 様 伊達市 寿浅 弘二氏 ９千２百万円

平成２６年１１月２６日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年

平成３年設立の葬儀社、「伊達斎場やすらぎ」を運営。厚生労働省認定の葬祭ディレクター資格者をは
じめ懇切丁寧なスタッフで安心と信頼の葬儀を提供。葬儀社格付機関「JECIA」より最高格付の５つ星
を取得している。平成２２年に「北海道グリーン・ビズ認定制度」に認証・登録。

１１

株式会社すし善 様 札幌市 嶋宮 勤氏 １，２１０万円

平成２６年１１月２８日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ６千万円 ５年

昭和４９年設立の老舗すし店。札幌市内並びに東京で全７店舗を展開。平成２０年に店主が厚生労働省「現
代の名工」を、平成２１年に東京店店長が「EAT-JAPANすし大賞２００９」にて大賞を受賞しており、確か
な技術で手間暇をかけ丁寧に仕上げた寿司を提供している。

１２

株式会社日本ケミカル 様 札幌市 山谷 英一氏 ２千万円

平成２６年１１月２８日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年

平成９年設立の調剤薬局。「プラム薬局」の名称で札幌市内に７店舗を運営している。調剤業務の簡素
化・薬品管理の迅速化・細やかな服薬指導など、患者様にとって最適なシステムを構築している。平成
２４年に「さっぽろエコメンバー登録制度」に登録している。

お詫びと訂正 ２０１４年１２月号（No．２２１）の「私募債発行企業のご紹介」におきまして、誤りがありました。正
しくは以下の通りです。
P３３ 環境サービス株式会社様の事業内容 ３行目
（誤）「エコリアクション２１」
（正）「エコアクション２１」
訂正させていただくとともに、関係各位ならびに読者の皆様にご迷惑をお掛けしましたことを深くお詫び申し
上げます。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年度 ９９．９ ３．３ ９９．４ ８．８ ９９．７ ２．９ ９９．２ ８．４ ９６．６ △０．２ ９２．１ △１．９
２３年度 １０１．５ １．６ ９８．７ △０．７ １０２．５ ２．８ ９７．７ △１．５ １０４．６ ８．３ １０３．２ １２．１
２４年度 ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．１ △３．０
２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．９ △２．８ ９８．７ △１．４

２５年７～９月 １０１．１ ０．７ ９７．８ １．８ １０１．２ １．１ ９６．６ １．２ １０６．５ △０．４ １０７．５ △０．１
１０～１２月 １０１．９ ０．８ ９９．６ １．８ １０２．５ １．３ ９９．１ ２．６ １０７．５ ０．９ １０５．５ △１．９

２６年１～３月 １０１．９ ０．０ １０２．５ ２．９ １０２．６ ０．１ １０３．７ ４．６ １０２．７ △４．５ １０５．７ ０．２
４～６月 ９７．０ △４．８ ９８．６ △３．８ ９４．０ △８．４ ９６．７ △６．８ １０２．５ △０．２ １１０．６ ４．６
７～９月 r ９７．８ ０．８ ９６．７ △１．９ r ９５．７ １．８ ９５．９ △０．８ r１０３．５ １．０ １１１．８ １．１

２５年 １０月 １０１．４ △０．２ ９９．２ ０．６ １００．９ △１．０ ９９．０ １．３ １０８．１ １．５ １０７．２ △０．３
１１月 １０１．８ ０．４ ９９．５ ０．３ １０３．０ ２．１ ９９．１ ０．１ １０７．４ △０．６ １０５．７ △１．４
１２月 １０２．５ ０．７ １００．０ ０．５ １０３．６ ０．６ ９９．３ ０．２ １０７．５ ０．１ １０５．５ △０．２

２６年 １月 １０３．２ ０．７ １０３．９ ３．９ １０４．３ ０．７ １０４．４ ５．１ １０６．１ △１．３ １０５．１ △０．４
２月 １００．３ △２．８ １０１．５ △２．３ １０１．８ △２．４ １０３．４ △１．０ １０６．０ △０．１ １０４．２ △０．９
３月 １０２．２ １．９ １０２．２ ０．７ １０１．８ ０．０ １０３．２ △０．２ １０２．７ △３．１ １０５．７ １．４
４月 ９６．１ △６．０ ９９．３ △２．８ ９２．６ △９．０ ９８．０ △５．０ １０３．５ ０．８ １０５．２ △０．５
５月 ９８．７ ２．７ １００．０ ０．７ ９６．０ ３．７ ９７．０ △１．０ １０３．６ ０．１ １０８．４ ３．０
６月 ９６．２ △２．５ ９６．６ △３．４ ９３．３ △２．８ ９５．２ △１．９ １０２．５ △１．１ １１０．６ ２．０
７月 ９８．４ ２．３ ９７．０ ０．４ ９５．９ ２．８ ９５．９ ０．７ １０２．６ ０．１ １１１．６ ０．９
８月 ９６．４ △２．０ ９５．２ △１．９ ９３．５ △２．５ ９３．９ △２．１ １０４．７ ２．０ １１２．６ ０．９
９月 r ９８．６ ２．３ ９８．０ ２．９ r ９７．６ ４．４ ９８．０ ４．４ r１０３．５ △１．１ １１１．８ △０．７
１０月 p９５．５ △３．１ ９８．４ ０．４ p９７．８ ０．２ ９８．６ ０．６ p１０２．５ △１．０ １１１．３ △０．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２２年度 ９３５，２９９△２．１ １９５，７８５△１．５ ２２０，２３３ △１０．５ ６７，２６７ △４．６ ７１５，０６７ １．１ １２８，５１８ ０．３
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △０．６
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３２ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９２４ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８

２５年７～９月 ２３２，６２１ １．４ ４８，００９ ０．５ ４９，７６８ △０．２ １５，５０４ ０．４ １８２，８５３ １．８ ３２，５０５ ０．６
１０～１２月 ２６２，６４３ １．３ ５４，２７３ １．０ ６０，８７５ ０．８ １９，２３５ １．０ ２０１，７６８ １．４ ３５，０３９ １．０

２６年１～３月 ２４７，８９９ ７．６ ５１，３６８ ６．９ ５８，０２１ １０．７ １８，１９３ １０．５ １８９，８７８ ６．７ ３３，１７５ ５．０
４～６月 ２２８，５９２△２．４ ４６，９１８△２．５ ４６，０６３ △７．８ １５，１２５ △５．４ １８２，５２９ △０．９ ３１，７９２ △１．１
７～９月 r ２３６，２５５ １．６ ４８，７５１ １．５ ４９，２０９ △１．１ １５，６２９ ０．８ r １８７，０４６ ２．３ ３３，１２２ １．９

２５年 １０月 ７７，８９０ ０．７ １５，９１１ ０．８ １７，５５５ △１．１ ５，３０３ △０．９ ６０，３３６ １．２ １０，６０８ １．６
１１月 ７９，５８５ ２．０ １６，９６３ １．２ １８，３４３ ２．４ ６，１０８ ２．１ ６１，２４２ １．９ １０，８５５ ０．８
１２月 １０５，１６８ １．１ ２１，３９９ ０．９ ２４，９７７ ０．９ ７，８２４ １．４ ８０，１９０ １．２ １３，５７５ ０．７

２６年 １月 ８０，９７０ １．９ １７，１１７ ０．７ １８，８３５ １．６ ６，０４９ ２．４ ６２，１３５ ２．０ １１，０６８ △０．２
２月 ７２，２４０ ４．２ １４，６９０ ２．４ １５，６７７ ５．２ ４，７８５ ２．５ ５６，５６４ ４．０ ９，９０５ ２．３
３月 ９４，６８８ １６．０ １９，５６２ １７．０ ２３，５０８ ２３．９ ７，３５９ ２５．０ ７１，１８０ １３．６ １２，２０２ １２．６
４月 ７２，８９４△５．７ １４，６７７△６．１ １４，０５８ △１４．０ ４，６１１ △１０．５ ５８，８３６ △３．５ １０，０６６ △３．９
５月 ７７，３５６△０．４ １５，９２４△０．５ １５，５６２ △４．９ ５，１１３ △２．６ ６１，７９４ ０．８ １０，８１１ ０．５
６月 ７８，３４２△１．１ １６，３１７△１．２ １６，４４４ △４．５ ５，４０２ △３．３ ６１，８９９ △０．１ １０，９１５ △０．１
７月 ８０，７８９ １．１ １７，１７４ ０．３ １７，６４５ △１．５ ６，００５ △０．６ ６３，１４４ １．８ １１，１６９ ０．７
８月 ８０，８８１ ２．５ １６，２６３ ２．８ １５，７６３ ０．５ ４，７３８ １．８ ６５，１１８ ３．０ １１，５２６ ３．２
９月 r ７４，５８５ １．１ １５，３１３ １．７ １５，８０１ △２．３ ４，８８６ １．６ r ５８，７８４ ２．１ １０，４２７ １．７
１０月 p ７８，４６５ ０．７ １６，０６５ １．０ p １７，３５６ △１．１ ５，２９３ △０．２ p ６１，１０９ １．３ １０，７７２ １．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年１月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２２２／本文　※柱に注意！／０３４～０３７　主要経済指標  2014.12.17 17.38.50  Page 34 



年月

コンビニエンスストア販売額 消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２２年度 ４４７，９５１ ４．０ ８２，６５７ ４．１ ９９．９ △０．１ ９９．８ △０．８ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ １００．３ ０．４ ９９．８ ０．０ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ １００．３ ０．０ ９９．６ △０．２ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ １０１．５ １．２ １００．４ ０．８ １００．２３ １４，８２８

２５年７～９月 １３６，９４８ １．９ ２６，３４０ ４．３ １０１．４ １．４ １００．３ ０．７ ９８．９４ １４，４５６
１０～１２月 １２９，８０８ ２．１ ２５，３８７ ５．１ １０２．０ １．８ １００．７ １．１ １００．４５ １６，２９１

２６年１～３月 １２０，１８９ ３．６ ２４，１３７ ６．４ １０１．８ １．５ １００．６ １．３ １０２．７８ １４，８２８
４～６月 １２７，９７３ ２．８ ２５，５７４ ５．２ １０４．７ ３．９ １０３．３ ３．３ １０２．１４ １５，１６２
７～９月 １４２，２８１ ３．９ ２７，７０９ ５．２ １０４．９ ３．５ １０３．５ ３．２ １０３．９２ １６，１７４

２５年 １０月 ４３，１０３ １．７ ８，４２６ ４．６ １０１．９ １．６ １００．７ ０．９ ９７．８５ １４，３２８
１１月 ４１，８３６ ３．６ ８，１９８ ５．９ １０２．０ １．９ １００．７ １．２ １００．０３ １５，６６２
１２月 ４４，８６９ １．０ ８，７６３ ４．９ １０２．０ １．８ １００．６ １．３ １０３．４６ １６，２９１

２６年 １月 ４０，１５３ ２．４ ７，９４６ ５．４ １０１．７ １．８ １００．４ １．３ １０３．９４ １４，９１５
２月 ３７，３５７ ２．９ ７，４６８ ６．２ １０１．６ １．２ １００．５ １．３ １０２．１３ １４，８４１
３月 ４２，６７９ ５．４ ８，７２３ ７．６ １０２．１ １．５ １００．８ １．３ １０２．２７ １４，８２８
４月 ３９，５８４ １．０ ８，１１３ ４．２ １０４．４ ３．７ １０３．０ ３．２ １０２．５６ １４，３０４
５月 ４３，９５９ ４．７ ８，７７９ ６．４ １０４．８ ４．１ １０３．４ ３．４ １０１．７９ １４，６３２
６月 ４４，４３０ ２．５ ８，６８２ ４．９ １０４．９ ３．８ １０３．４ ３．３ １０２．０５ １５，１６２
７月 ４８，８３６ ４．０ ９，５２３ ５．７ １０４．８ ３．７ １０３．５ ３．３ １０１．７２ １５，６２１
８月 ４８，８３２ ３．４ ９，４４４ ４．４ １０４．９ ３．６ １０３．５ ３．１ １０２．９６ １５，４２５
９月 ４４，６１３ ４．３ ８，７４２ ５．６ １０５．０ ３．１ １０３．５ ３．０ １０７．０９ １６，１７４
１０月 ４４，７３２ ３．８ ８，９３５ ６．０ １０５．０ ３．０ １０３．６ ２．９ １０８．０６ １６，４１４

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は全店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０

２５年７～９月 ４９，６３９ ８．４ １３，１６８ ０．５ １８，０９８ △１．０ １８，３７３ ２７．６ １，１５８，６３２ １．７
１０～１２月 ４１，４３３ ２０．５ １１，８２７ ２８．１ １３，６９７ ０．１ １５，９０９ ３８．７ １，０９２，３０６ ２０．３

２６年１～３月 ６１，４６４ ２３．４ １８，２６４ ２６．７ ２０，２６３ １１．２ ２２，９３７ ３３．７ １，５９０，１１０ ２０．９
４～６月 ４３，８５５ △５．６ １１，３８４ △７．３ １６，１０３ △８．３ １６，３６８ △１．４ ９７６，４３７ △１．９
７～９月 ４６，５７２ △６．２ １３，７５９ ４．５ １５，９４７ △１１．９ １６，８６６ △８．２ １，１０４，５２４ △４．７

２５年 １０月 １４，０６１ １４．３ ３，８６３ ２３．７ ５，２０４ ２．６ ４，９９４ ２１．５ ３５４，４９６ １８．４
１１月 １４，８５８ １７．９ ４，２５５ ２４．３ ４，８３２ △２．３ ５，７７１ ３６．３ ３７８，５９６ １６．７
１２月 １２，５１４ ３１．９ ３，７０９ ３８．０ ３，６６１ △０．２ ５，１４４ ６４．６ ３５９，２１４ ２６．５

２６年 １月 １５，４１２ ３８．１ ４，６１７ ５０．５ ４，８３６ ２４．４ ５，９５９ ４１．７ ４３３，６１６ ３０．６
２月 １７，９２４ ２８．８ ５，１６９ ３１．３ ５，７１１ １６．４ ７，０４４ ３９．０ ４９０，５０９ １８．８
３月 ２８，１２８ １３．８ ８，４７８ １４．４ ９，７１６ ３．１ ９，９３４ ２６．０ ６６５，９８５ １６．７
４月 １３，３７０ △９．４ ３，３５５ △１３．３ ５，０５３ △１４．５ ４，９６２ △０．４ ２９２，８２５ △５．１
５月 １３，４８２ △２．８ ３，５１４ △６．９ ４，４８２ △９．６ ５，４８６ ６．６ ３０４，３７０ △１．３
６月 １７，００３ △４．５ ４，５１５ △２．７ ６，５６８ △１．８ ５，９２０ △８．６ ３７９，２４２ ０．１
７月 １８，００２ △４．６ ５，０１４ ２．２ ７，０７４ △４．４ ５，９１４ △９．８ ３９１，３７６ △２．６
８月 １１，７３７ △８．３ ３，４５０ △０．３ ４，０２２ △１３．０ ４，２６５ △９．６ ２８１，３２５ △９．５
９月 １６，８３３ △６．４ ５，２９５ １０．３ ４，８５１ △２０．２ ６，６８７ △５．８ ４３１，８２３ △３．２
１０月 １３，０６２ △７．１ ３，６６４ △５．２ ４，４９９ △１３．５ ４，８９９ △１．９ ３２８，３２９ △７．４

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ３５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年１月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２２２／本文　※柱に注意！／０３４～０３７　主要経済指標  2014.12.17 17.38.50  Page 35 



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ ７７６，４３１ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ ９４７，７８０ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ９７，０３０ １１．５

２５年７～９月 １０，４８４ ３．９ ２，５７７ １３．５ ３５１，７８９ ２９．０ ４３，２２７ ２２．５ ２４，１７５ ９．６
１０～１２月 ９，６８５ △９．６ ２，７１３ １２．９ １２４，２５３ １３．２ ３２，４８１ ５．０ ２３，００６ １３．３

２６年１～３月 ５，００９ △７．９ ２，１６９ ３．４ １２１，５５０ １９．４ ２９，３０３ １６．８ ２７，００１ １６．４
４～６月 ８，９１５ △８．９ ２，１８８ △９．３ ４２２，００４ ２０．５ ４６，５６３ １４．４ ２２，７５１ △０．４
７～９月 ８，８３１ △１５．８ ２，２２５ △１３．６ ２６５，９６８ △２４．４ ４１，５３２ △３．９ ２４，７５１ ２．４

２５年 １０月 ３，６１２ △１６．１ ９０２ ７．１ ６６，５９１ ９．５ １４，２０５ ３．５ ７，３４２ １７．８
１１月 ２，５２０ △２８．３ ９１５ １４．１ ３５，６０８ ２１．８ ９，４１６ ４．９ ７，７３４ １６．６
１２月 ３，５５３ ２２．８ ８９６ １８．０ ２２，０５４ １１．７ ８，８６０ ７．５ ７，９３０ ６．７

２６年 １月 １，２６６ △１０．０ ７７８ １２．３ １０，２３３ △１９．３ ７，７７６ ２８．８ ６，６０３ ２３．６
２月 １，３２２ △１１．６ ６９７ １．０ １３，１５８ △２５．９ ６，９５９ ３．７ ７，００４ １０．８
３月 ２，４２１ △４．５ ６９４ △２．９ ９８，１５９ ３７．５ １４，５６８ １８．１ １３，３９３ １６．１
４月 ３，２３６ △３．３ ７５３ △３．３ １６１，５４３ ５０．５ １７，５８３ １０．０ ８，１７１ １７．６
５月 ２，５５９ △１１．１ ６７８ △１５．０ １２５，１９６ ７．９ １３，１２６ ２１．１ ６，４１４ △１４．３
６月 ３，１２０ △１２．５ ７５８ △９．５ １３５，２６５ ６．６ １５，８５５ １４．３ ８，１６６ △３．０
７月 ２，９５３ △４．７ ７２９ △１４．１ １２３，４３０ △２３．０ １６，２７３ ３．５ ７，２１６ １．１
８月 ２，８２２ △１９．０ ７３８ △１２．５ ７４，８５４ △２７．８ １１，２７６ △８．１ ６，８２４ △３．３
９月 ３，０５６ △２１．６ ７５９ △１４．３ ６７，６８４ △２３．１ １３，９８４ △８．２ １０，７１０ ７．３
１０月 ３，４１９ △５．３ ７９２ △１２．３ ５２，６３８ △２１．０ １３，１６１ △７．４ ６，９８１ △４．９

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証�ほか２社 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２２年度 １１，２１９ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 １０，７９１ △３．８ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７
２４年度 １１，７２２ ８．６ ０．５７ ０．７４ ５．１ ４．３ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８
２５年度 r１２，２６８ ４．７ ０．７４ ０．８７ ４．５ ３．９ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１

２５年７～９月 r ３，８２２ ３．７ ０．７４ ０．８４ ３．７ ４．０ ７６ △２９．６ ２，６６４ △８．９
１０～１２月 ２，９４５ ４．１ ０．８０ ０．９４ ４．４ ３．７ ６９ △２３．３ ２，５７１ △１１．０

２６年１～３月 ２，６４８ ５．３ ０．８１ １．００ ４．６ ３．７ ９２ △１６．４ ２，４６０ △１１．５
４～６月 ２，８３０ △０．８ ０．７７ ０．８９ ４．１ ３．７ ７７ △１９．８ ２，６１３ △８．０
７～９月 ３，７９２ △０．８ ０．８５ ０．９７ ３．４ ３．６ ７３ △３．９ ２，４３６ △８．６

２５年 １０月 １，１１２ ３．８ ０．７９ ０．９１ ↑ ４．０ ２６ △２３．５ ９５９ △７．３
１１月 ９０７ ４．８ ０．８１ ０．９４ ４．４ ３．８ ２５ △１９．４ ８６２ △１０．５
１２月 ９２６ ３．６ ０．８０ ０．９７ ↓ ３．４ １８ △２８．０ ７５０ △１５．７

２６年 １月 ８４５ ８．６ ０．７９ ０．９９ ↑ ３．７ ３２ １４．３ ８６４ △７．４
２月 ８２７ ０．４ ０．８２ １．０１ ４．６ ３．６ ２０ △４８．７ ７８２ △１４．６
３月 ９７６ ６．８ ０．８２ ０．９９ ↓ ３．８ ４０ △７．０ ８１４ △１２．３
４月 ７８６ ０．２ ０．７６ ０．９０ ↑ ３．９ ３２ ３．２ ９１４ １．６
５月 ９９１ ０．１ ０．７６ ０．８８ ４．１ ３．６ １９ △３８．７ ８３４ △２０．１
６月 １，０５３ △２．３ ０．７９ ０．９０ ↓ ３．７ ２６ △２３．５ ８６５ △３．５
７月 １，１８０ △０．２ ０．８３ ０．９５ ↑ ３．８ ２４ △１１．１ ８８２ △１３．９
８月 １，３９６ △１．９ ０．８５ ０．９７ ３．４ ３．５ ２８ ３．７ ７２７ △１１．２
９月 １，２１６ △０．１ ０．８８ １．００ ↓ ３．５ ２１ △４．５ ８２７ ０．８
１０月 １，１１１ △０．１ ０．９０ １．０２ － ３．５ ２２ △１５．４ ８００ △１６．５

資料 �北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■「r」は修正値。 ■年度および四半期の
数値は月平均値。

主要経済指標（３）

― ３６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年１月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２２年度 ３４２，５２７ ６．２ ６７７，８８８ １４．９ １，２２８，５４０ ２５．７ ６２４，５６７ １６．０
２３年度 ３７４，４３１ ９．３ ６５２，８８５ △３．７ １，６３６，３２７ ３３．２ ６９７，１０６ １１．６
２４年度 ４０１，４６７ ７．２ ６３９，４００ △２．１ １，６９８，５３０ ３．８ ７２０，９７８ ３．４
２５年度 ４７１，９０６ １７．５ ７０８，５７４ １０．８ １，９１４，８０３ １２．７ ８４６，１２９ １７．４

２５年７～９月 １１２，８５７ ２３．２ １７７，１１６ １２．７ ４４３，８５８ １６．２ ２０６，５８７ １７．５
１０～１２月 １２１，７７９ １７．２ １８１，１１０ １７．４ ５０８，８９２ １７．５ ２１８，１９６ ２４．１

２６年１～３月 １２６，４４８ １５．０ １７４，３５３ ６．６ ５２７，４４６ ３．３ ２２４，８５８ １７．６
４～６月 １０９，１１９ △１．５ １７６，１５４ ０．１ ３０１，６４６ △３０．６ ２０１，６９６ ２．７
７～９月 r １１５，７０７ ２．５ １８２，８０８ ３．２ r ３２３，１３４ △２７．２ r ２１１，６２５ ２．４

２５年 １０月 ４０，３０６ １．０ ６１，０３０ １８．６ １７０，７８０ １４．５ ７２，０３４ ２６．３
１１月 ３６，８５８ １５．９ ５８，９８８ １８．４ １６３，７８６ ２１．２ ７１，９９９ ２１．２
１２月 ４４，６１５ ３８．６ ６１，０９２ １５．３ １７４，３２６ １７．２ ７４，１６３ ２４．８

２６年 １月 ３３，１９３ △１．０ ５２，５２４ ９．５ ２０４，８２８ １１．４ ８０，４７４ ２５．１
２月 ４１，３４１ ４１．４ ５７，９９３ ９．８ １５４，８５９ △４．４ ６６，０４１ ９．０
３月 ５１，９１４ ９．９ ６３，８３６ １．８ １６７，７５９ １．８ ７８，３４３ １８．２
４月 ４４，７５８ １５．０ ６０，６７５ ５．１ １１６，３８１ △３０．３ ６８，８２４ ３．４
５月 ３１，４０３ △７．３ ５６，０７４ △２．７ ９１，４７２ △４０．０ ６５，１８２ △３．５
６月 ３２，９５８ △１３．３ ５９，４０５ △１．９ ９３，７９３ △１８．５ ６７，６９０ ８．５
７月 ３７，６０１ ２．７ ６１，９２０ ３．９ １０３，５７０ △２１．９ ７１，５６９ ２．４
８月 ３４，９６６ △４．１ ５７，０６３ △１．３ r １０５，５６８ △３６．４ ６６，５９０ △１．４
９月 r ４３，１４０ ８．４ ６３，８２５ ６．９ r １１３，９９６ △２１．４ r ７３，４６６ ６．３
１０月 p ４２，６８９ ５．９ ６６，８８７ ９．６ p１１４，０１０ △３３．２ p ７４，２５６ ３．１

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２２年度 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
２３年度 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
２４年度 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２
２５年度 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５

２５年７～９月 １４２，６５３ １．８ ６，３４６，０６９ ４．２ ９３，１７３ △０．３ ４，２９１，３００ ２．６
１０～１２月 １４４，３１０ ２．７ ６，３８７，８９８ ４．５ ９３，１７０ ０．６ ４，３３２，０４３ ２．８

２６年１～３月 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５
４～６月 １４５，９４２ ２．１ ６，５０８，６２０ ２．７ ９２，５４９ １．７ ４，３５５，４９１ ２．７
７～９月 １４４，１０３ １．０ ６，５１０，０３５ ２．６ ９３，１０１ △０．１ ４，４０７，６０３ ２．７

２５年 １０月 １４１，８６１ ２．１ ６，２８１，１４３ ４．３ ９２，６４９ ０．４ ４，２５４，９１９ ２．７
１１月 １４３，１２２ ３．１ ６，３２５，９４９ ４．５ ９２，２７４ ０．５ ４，２８２，０１６ ３．１
１２月 １４４，３１０ ２．７ ６，３８７，８９８ ４．５ ９３，１７０ ０．６ ４，３３２，０４３ ２．８

２６年 １月 １４１，９８８ ２．２ ６，３５４，４５９ ４．２ ９２，５４８ １．２ ４，３１０，９７７ ２．８
２月 １４２，２８６ ２．１ ６，３６０，４９１ ３．８ ９２，６０９ ０．９ ４，３１３，９４８ ２．６
３月 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５
４月 １４４，６１５ ２．０ ６，４８７，８３２ ３．１ ９３，１２６ １．０ ４，３３０，４０２ ２．６
５月 １４４，９６４ ２．４ ６，４７５，２９７ ２．５ ９３，０５１ ２．１ ４，３３４，２６４ ２．６
６月 １４５，９４２ ２．１ ６，５０８，６２０ ２．７ ９２，５４９ １．７ ４，３５５，４９１ ２．７
７月 １４４，４９７ ２．２ ６，４２４，２９９ ２．３ ９２，６７１ ２．０ ４，３４４，４５０ ２．５
８月 １４５，５３１ １．８ ６，４４０，７１１ ２．６ ９３，００５ ２．０ ４，３５３，７５７ ２．６
９月 １４４，１０３ １．０ ６，５１０，０３５ ２．６ ９３，１０１ △０．１ ４，４０７，６０３ ２．７
１０月 １４３，５８１ １．２ ６，４４５，９８５ ２．６ ９３，４４５ ０．９ ４，３７８，９５６ ２．９

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ３７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年１月号
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●道内経済の動き 
●平成27年度北海道経済の見通し 
●「北洋銀行ものづくりテクノフェア2015」開催に向けて 
●地域創生に向けてー産学官連携からの視点ー 
●上海における輸入商品販売施設について 
●ODAを活用した中小企業海外展開支援事業 
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平成26年 （2014年） 12月発行 
発　　　行　　株式会社　北洋銀行 
企画・制作　　株式会社　北海道二十一世紀総合研究所　調査部 
　　　　　　　電話 （011）231- 8681

＜本誌は、情報の提供のみを目的としています。投資などの最終 
判断は、ご自身でなされるようお願いいたします。＞ この印刷物は環境にやさしい「大豆インキ」 
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